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Tax Analysis 
 

第 14次 5 カ年計画期間中の輸
入免税政策の活用 

―ハイテク・イノベーション産業の活
発化 
 
「科教興国（科学と教育による国の発展）」戦略と「創新駆動（イノベーション駆動
型）」発展戦略の実施、及び科学技術強国の建設を支援するため、財政部・税関総
署・国家税務総局は今年の 4月に「『第 14次 5カ年計画』の期間中における科学技術
のイノベーションを支援するための輸入課税政策に関する通知」（財関税[2021]23号。
以下「科学技術のイノベーションを支援するための輸入課税政策」）を公布した。2021年
1月 1日から 2025年 12月 31日までの期間において、科学研究機関・技術開発機
関・学校など中国国内の機関が国内で生産できないか、若しくは国内で生産できるもの
の、その性能が需要を満たしていない科学研究・科学技術開発・学校授業用の物資を輸
入する場合、又は、出版物輸入業者が前述した機関のために科学研究・学校授業で使
用される書籍・資料などを輸入する場合、関連の輸入関税の減免優遇を享受できると規
定された。 
 
財政部・税関総署・国家税務総局は引き続き「科学技術のイノベーションを支援するため
の輸入課税政策」に関連する政策文書である「『第 14次 5カ年計画期間』における科学
技術のイノベーションを支援するための輸入課税政策に関する管理弁法の通知」（財関
税[2021]24号。以下「管理弁法」）をその他の関連行政機関と共同で公布した。これに
より、上述の輸入優遇政策に関する具体的な事項（例：優遇措置を享受するための輸
入機関の要件及びその審査を担当する行政機関、免税適用可能の納付済み税金の還
付を受けるための条件、輸入段階の増値税の免税適用に関する輸入機関の選択権、免
税輸入物品の管理・使用に関する要求と規定違反に対する処罰規定など）について、明
確に規定された。 
 
新政策の主要内容 
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どのような輸入物品が免税対象になるか 
 
「科学技術のイノベーションを支援するための輸入課税政策」による免税優遇の対象となる
輸入物品には、以下の 2種類が含まれる。 
 
1. 中国国内で生産できないか、又は中国国内で生産できるものの、その性能が需要を

満たせない科学研究・科学技術開発・学校授業用の物資 
2. 科学研究・学校授業で使用される書籍・資料など 

 
上述の免税対象について、リストによる管理が実施される。財政部・税関総署・国家税務
局がリストを作成し、適宜に調整する。 
 
留意点として、上述の 1は輸入関税と輸入段階の増値税・消費税の免税対象であり、
上述の 2は輸入段階の増値税の免税対象であることが挙げられる。 
 
どのような機関が免税政策を享受できるか 
 

• 中央・省・地市レベルの研究所 
• 国家実験室・国家重点実験室・企業の

国家重点実験室 
• 国家産業イノベーションセンター・国家技

術イノベーションセンター・国家製造業イノ
ベーションセンター 

• 国家臨床医学研究センター・国家工学
研究センター・国家工学技術研究センタ
ー 

• 国家企業技術センター 
• 国家中小企業公共サービス示範プラット

フォーム（技術類） 

• 科学技術体制改革の過程で組織変更
により形成した主に科学研究と技術開
発に従事する機関 

• 審査を通過した⺠営⾮企業組織の性質
を持つ科学技術分野の研究開発機関、
審査を通過した事業単位（政府系行
政法人）の性質を持つ研究開発機関 

• 審査を通過した外資系研究開発センター 
• 国の学歴認証を受けた高等教育機関、

および独立法人資格を持つその分校と
省外教育機関 

• 県レベル以上の党校（行政学院） 
• 地市レベル以上の公共図書館 
• 審査を通過した輸入許可を持つ出版物

輸入業者 
 
免税政策を享受できる機関の審査はどの行政機関が担当するか 
 
留意点として、免税政策を享受できる機関のリストは通常、関連の行政機関による審査
を通過してから公布されることが挙げられる。審査を担当する行政機関には、科学技術
部・国家発展改革委員会・工業情報化部・教育部・文化旅行部・中央宣伝部、省レベ
ルの科学技術・財政・税務・商務関係の所轄行政機関、及び免税対象機関の所在地の
税関総署直轄税関などが含まれる。 
 
一部種類の機関の主体に対する審査は、以下の行政機関が担当する。 
 
機関の種類 審査を担当する行政機関 

国家実験室・国家重点実験室・企業の国家重
点実験室 

科学技術部 

国家産業イノベーションセンター・国家工学研究セ
ンター・国家企業技術センター 

国家発展改革委員会 

国家製造業イノベーションセンター・国家中小企
業公共サービス示範プラットフォーム（技術類） 

工業情報化部 

国の学歴認証を受けた高等教育機関 教育部 
省レベル以上の公共図書館 文化旅行部 
輸入許可を持つ出版物輸入業者 中央宣伝部 
外資系研究開発センター 省レベルの財政・税務・商務関係の所轄行
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⺠間の科学研究機関と外資系研究開発センターが免税政策を享受するための条件 
 
⺠営⾮企業組織の性質を持つ科学技術分野の研究開発機関が免税政策を享受するためには、以下の条件を同時に満たさなければな
らない。 

1) 省レベル以上の科学技術関係の所轄当局が定めた⺠間科学研究機関の適用要件に合致すること。 
2) ⺠政関係の⾏政機関で登録された独立法人資格を有する⺠営⾮企業組織であること。 
3) 資産総額が 300万⼈⺠元以上であること。 
4) 高等専門学校以上の学歴または中級以上の技術資格を持つ専門家が 20名以上在籍しており、かつ在籍従業員の総数に占
める割合が 60%以上であること。 

 
外資系研究開発センターが免税政策を享受するためには、以下の条件を同時に満たさなければならない。 

1) 独立法人の場合、投資総額が 800万米ドル以上であること。非独立法人（例：企業内の部門）の場合、研究開発への投
資総額が 800万米ドル以上であること。 

2) 80名以上の専門研究者と実験開発者が常勤していること。 
3) 設立以来、科学研究・学校授業・科学技術開発に必要な条件を提供するために購入した実験設備・装置・器械の取得原価

が、合計で 2,000万⼈⺠元以上であること。 
 
 
考察とアドバイス 
 
政策の動向に注⽬し、⻑期的な計画を⽴てる 
 
今回公布された輸入免税政策の有効期間は 2021年 1月 1日から 2025年 12月 31日までであり、国による「第 14次 5カ年計画」
と同時期である。「科教興国」戦略と「創新駆動」発展戦略が国の⻑期発展計画の⽅針になっていることから、「第 15次 5カ年計画」の
期間中、更には将来も継続的に国が科学技術のイノベーションを政策面で支援する方針は継続することが予想される。従って、企業は輸
入免税政策の活用についてより⻑期的な視点から検討し、政策の⻑期的な効果と企業の持続可能な発展への影響について評価・予測
する必要がある。情報技術の多岐にわたる高度な応用に伴い、科学技術のイノベーションは大きな変化を遂げており、学際融合・グローバリ
ゼーション・多主体間連携といった特徴がますます顕著になってきている。⾼成⻑を遂げている先端技術企業、サプライチェーン・バリューチェー
ンの変革を求める科学技術企業、及び新しい事業計画の実施に踏み切る成熟した科学技術企業企業は、学際連携や国際連携を行う
際に、国際貿易に関する活用可能な輸出入優遇政策を事業計画に組み込み、政策の動向に合致した手段を模索することにより⻑期的
な政策支援を取得し、コスト削減・利益向上・資金誘致・事業活発化を図ることが推奨される。 
 
留意点として、今回公布された優遇政策のほか、財政部・税関総署などの行政機関は、集積回路・ソフトウェア・ディスプレイ・航空・医
療・科学普及・エネルギーなどを含む各特定の産業分野を対象とする一連の輸入税優遇政策を公布したことが挙げられる（詳細は文末
の添付を参照のこと）。輸入段階諸税の優遇政策のほか、企業が科学・イノベーション活動に従事することで取得する可能性のある恩恵
には、ハイテク企業向けの 15%企業所得税税率、研究開発費の追加控除、科学研究用計器・設備の加速償却、科学技術研究成果
の移転・転化によるエクイティ報酬の課税繰延などが含まれる。企業は事業計画を立てる際に、関連する政策を十分に把握し理解した上
で、事業計画に組み込むことが推奨される。 
 
調整の変化に注目し、政策ボーナスを最大限に活用する 
 
「第 13次 5カ年計画」期間中の科学・イノベーション向け輸入優遇政策と比べて、今回公布された「第 14次 5カ年計画」期間中の関
連優遇政策は、適用対象の範囲が拡大した。 
 
まず、輸入優遇政策を享受できる主体の範囲がさらに拡大した。国家実験室・国家産業イノベーションセンター・国家技術イノベーションセ
ンター・国家製造業イノベーションセンター・国家臨床医学研究センター・県レベル以上の党校（行政学院）・地市レベル以上の公共図書
館などの機関が適用対象に追加され、新政策の適用対象となる科学研究機関の範囲は、省レベルから市レベルまで拡大した。適用範囲
の拡大により新たに適用対象となった機関は、政策に対する認知度、又は輸入優遇政策の適用申請と申告プロセスに対する知識が不
十分であることにより、優遇政策の適用の際に困難に遭遇する可能性がある。その場合、専門家によるサポートを検討することが推奨され
る。 
 
今回公布された優遇政策では、免税輸入物品に対する管理上の要求はある程度緩和された。これまで、免税輸入物品に対する管理上
の要求は比較的厳しく、原則として輸入機関自身での使用に限定され、その他の用途への流用は禁止されていた。今回公布された優遇

政機関、及び外資系研究開発センターの
所在地の税関総署直轄税関 
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政策により、税関による審査・認可を経て、科学研究機関、学校などは免税で輸入した科学研究・科学技術開発・学校授業用の物資
をその他の機関の科学研究・科学技術開発・学校授業に使用することが可能となった。また、免税で輸入した医療検査・分析用計器を
条件付きで附属病院と附属病院の臨床活動に使用することも可能となった。国家ネットワーク管理プラットフォームによる統一管理下に置
かれ、オープンシェアリング管理などの関連規定に合致する免税輸入の科学研究用計器・設備は、その他の機関の科学研究・科学技術
開発・学校授業活動に使用できると定められた。従って、今回公布された優遇政策により、免税輸入物品の後続管理は更に緩和され、
より柔軟な対応が可能となった。輸入機関が免税政策を有効に活用し、免税輸入物品を共有するための基盤であると考えられる。 
 
また、今回公布された免税優遇政策の適用対象となる輸入機関及び免税物品のリストは数回に分けて公布される予定である。第 1弾
のリストは 2021年 1月 1日から実施される。第 1弾の輸入機関リストの公布日以降の 30日以内に徴収され、免税の適用が可能な
税金は還付が認められる。第 2弾からは、リスト公布日から起算して、20日目から実施される。従って、輸入機関は事業計画の実施の
際に、専門的な対応策を考案し、税金還付資格の確認・税金還付額の計算・スケジュール作成・輸入段階増値税の免税適用を受ける
か否かの選択などについて、必要かつ効果的な管理を実施する必要がある。 
 
優遇政策を適用する場合の管理上の要求を注目し、コンプライアンスリスクを回避する 
 
今回公布された優遇政策を享受する輸入機関は、減免税に関する管理上の一般的な規定のほか「管理弁法」における特別規定に対す
るコンプライアンスも確保する必要がある。従って、関連機関は政策と管理規定に対する把握・理解・適合を通じて、専門知識の不足や管
理上の不備に起因する誤りや規定違反を回避する必要がある。輸入減免税関係のコンプライアンスは一般的に、輸入主体の免税資格コ
ンプライアンスと輸入物品の管理コンプライアンスに分けられる。 
 
第一に、輸入主体の免税資格コンプライアンスに関して「管理弁法」の規定により、輸入機関は免税適用資格について事前に審査を受け
る必要がある。審査を担当する行政機関は審査対象の性質によって異なるが、国及び地方の様々な行政機関が関わっている。各行政機
関による管理上の要求と必要手続きは必ずしも同様であるとは限らず、政策に対する理解も行政機関によって異なる可能性がある。輸入
機関は、申請資料の真実性と正確性を確保し、必要手続きの把握及び各種行政機関との意思疎通の効率に留意する上で、申告の誤
謬や虚偽申告を避け、手続き関係の誤りやコンプライアンス違反を回避する必要がある。実務上、輸入機関は、固定観念に基づく優遇
政策に関する管理上の要求について誤った認識を有することを回避する必要がある。外資研究開発センターが免税政策を享受するケース
を例として挙げると、地方政府の資格認定を受けた外資研究開発センターは、必ずしも「管理弁法」の要求に合致し、今回公布された免
税政策を享受できるとは限らない。例えば、上海市における外資研究開発センターの認定要件として「研究開発への累計投資額が 200
万米ドル以上」と定められているが「管理弁法」の規定により、優遇政策を享受できる外資研究開発センターは、その投資総額又は研究
開発への投資額が 800万米ドル以上でなければならない。また、輸入機関は免税対象リストに掲載された後、名称や経営範囲の変更
などが発生した場合、期限以内に変更に関する説明をリストの審査を主導する行政機関に届出しなければならない。当該行政機関によ
り、変更後に輸入機関が引き続き免税資格を有するか否かに関する審査が行われる。 
 
第二に、輸入物品の管理コンプライアンスに関して、一般貿易とは異なり、免税優遇政策を享受する輸入物品の通関後、定められた期
間内に、輸入機関は税関による監督管理規定を遵守しなければならない。現行の規定上、航空機・船舶・機動車両を除くその他物品の
監督管理期間は 3年間と定められている。免税物品の監督管理期間において、輸入機関が免税輸入物品の使用規定に違反する
（例：免税輸入物品を無断で譲渡する、規定外の用途に流用する、又はその他の方法で処分する）場合、免税優遇の適用資格を失
うほか、税金の追徴や罰金を科される可能性があり、刑事責任を問われる可能性もある。 
 
結論 
 
租税政策は科学技術イノベーション支援政策を構成する重要な一部であり「第 14次 5カ年計画」期間中の科学技術イノベーション向け
輸入税収優遇政策は、「第 13次 5カ年計画」期間中の科学技術イノベーション向け輸入税収優遇政策の趣旨を踏襲した上で、最適
化・整備されたものである。「第 14次 5カ年計画」期間における減免税の規模は更に拡大することが見込まれている。関連の事業単位及
び機関は税収優遇政策を十分に活用することで、効果的に支出を低減し、科学技術イノベーションのサプライチェーンと産業チェーンの最適
化・アップグレードを促進し、科学技術イノベーション活動及び持続可能な発展への注力が推奨される。 
 
添付：最近公布された一部の輸入税収優遇政策 
 
適用対象となる
物品又は産業 

優遇政策の概要 関連通達 

集積回路及びソフ
トウェア 

2020年 7月 27日~2030年 12月 31日において、リストに掲載された集積
回路及びソフトウェア企業による、中国における生産が不可能、又は中国にお
ける生産が可能であるが、その性能が需要を満たさない自社生産用の原材
料・消耗品・関連設備及び部品などの輸入に対して、輸入関税を免除する。

「集積回路産業及びソフトウェア産業の発展を支援する輸
入租税政策に関する通知」（財関税[2021]4号）、「集
積回路産業及びソフトウェア産業の発展を支援する輸入租
税政策管理弁法に関する通知」（財関税[2021]5号） 
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関連の輸入設備に対して、6年を超えない期間において、輸入段階増値税の
期分け納付を認める。対象物品に対して、リストによる管理を実施する。 
 

 

抗 HIV薬 2021年 1月 1日~2030年 12月 31日において、衛生健康委員会の委託
で輸入する抗 HIV薬に対して、輸入関税及び輸入段階の増値税を免除す
る。 
 

「2021~2030年における抗 HIV薬に係る輸入租税政策
に関する通知」（財関税[2021]13号） 

⺠⽤航空機整備
用機材 

2021年 1月 1日~2030年 12月 31日において、⺠⽤航空機完成機設計
製造企業・中国航空企業・整備企業及び航空機材卸売業者による、中国
における生産が不可能、又は中国における生産が可能であるが、その性能が
需要を満たさない航空機整備用機材の輸入に対して、輸入関税を免除す
る。対象物品に対して、リストによる管理を実施する。 
 

「2021~2030年における⺠⽤航空機整備用機材の輸入
を支援する輸入租税政策に関する通知」（財関税
[2021]15号）、「2021~2030年における⺠⽤航空機整
備用機材の輸入を支援する輸入租税政策の管理弁法に
関する通知」（財関税[2021]16号） 

エネルギー資源の
探査・開発・利用 

2021年 1月 1日~2025年 12月 31日において、承認された中国国内の
石油（天然ガス）、炭層ガスの探査開発作業プロジェクト及び海底石油ガス
パイプライン敷設に関する応急救援プロジェクトによる、中国における生産が不
可能、又は中国における生産が可能であるが、その性能が需要を満たさない、
かつ直接探査開発作業又は応急救援に用いられる関連設備・機器・部品・
専用器具の輸入に対して、輸入関税及び輸入段階の増値税をを免除する。
対象物品に対して、リストによる管理を実施する。 
 

「『第 14次 5カ年計画』期間におけるエネルギーの探査・開
発・利用に係る輸入租税政策に関する通知」（財関税
[2021]17号）、「『第 14次 5カ年計画』期間におけるエ
ネルギーの探査・開発・利用に係る輸入租税政策の管理
弁法に関する通知」（財関税[2021]18号） 
 

新型ディスプレイ
産業 

2021年 1月 1日~2030年 12月 31日において、リストに掲載された新型
ディスプレイメーカー及び新型ディスプレイ産業の中核原材料・部品メーカーによ
る、中国における生産が不可能、又は中国における生産が可能であるが、その
性能が需要を満たさない自社生産用の原材料・消耗品・浄化室関連システ
ム及び生産設備部品などの輸入に対して、輸入関税を免除する。関連の輸
入設備に対して、6年を超えない期間において、輸入段階増値税の期分け納
付を認める。対象物品に対して、リストによる管理を実施する。 

 

「2021~2030年における新型ディスプレイ産業の発展を支
援する輸入租税政策に関する通知」（財関税[2021]19
号）、「2021~2030年における新型ディスプレイ産業の発
展を支援する輸入租税政策の管理弁法に関する通知」
（財関税[2021]20号） 

中⻄部地区にお
ける輸入展示品 

「第 14次 5 カ年計画」期間において、中⻄部地区の国際的展⽰会の期間
内における売上高が限度額を超えない展示品の輸入に対して、輸入関税及
び輸入段階の増値税と消費税をを免除する（輸入禁止物品を除く）。 

 

「『第 14次 5カ年計画』期間における中⻄部地区の国際
的展示会の期間内に販売された展示品の輸入に係る税
収優遇政策に関する通知」（財関税[2021]21号） 

科学普及事業 2021年 1月 1日~2025年 12月 31日において、承認された一般開放の
科学技術館・自然博物館・天文館（ステーション、台）・気象台・地震観測
所・高等学校・科学研究機関傘下の一般開放科学普及基地による、条件を
満たすコピー・テープ・ハードディスク、又は中国における生産が不可能、又は中
国における生産が可能であるが、その性能が需要を満たさない自己使用の科
学普及用資材などの輸入に対して、輸入関税及び輸入段階の増値税を免
除する。対象物品に対して、リストによる管理を実施する。 

「『第 14次 5カ年計画』期間における科学普及事業の発
展を支援する輸入租税政策に関する通知」（財関税
[2021]26号）、「『第 14次 5カ年計画』期間における科
学普及事業の発展を支援する輸入租税政策の管理弁法
に関する通知」（財関税[2021]27号） 
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